
様式 １ 公表されるべき事項

独立行政法人日本芸術文化振興会の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

独立行政法人日本芸術文化振興会は、広く我が国の文化芸術の振興又は普及を図るた
めの活動に対する援助を行い、あわせて、我が国古来の伝統的な芸能の保存及び振興を
図るとともに、我が国における現代の舞台芸術の振興及び普及を図り、もって芸術その他の
文化の向上に寄与することを目的としている。

そうした組織の中で、法人の長は、法人全体の業務を総括する一方で、民間との連携を進
めるなど、高いマネジメント能力やリーダーシップが求められる。理事においても多岐に渡る
業務を遂行する法人の長の職務を補佐するにあたり、芸術文化に対する相当の専門的能力
が求められる。

以上により役員報酬の設定にあたっては、国家公務員の指定職、文化分野の保存・活用
等を図ることを主要な業務とする他法人及び同規模の文部科学省所管である他法人を参考
としている。

役員給与の本給月額について、理事長は理事及び監事の職務の困難度、実績等を勘案
して必要と認める場合は、規定の額を超えて本給月額を決定することができる。また、特別手
当については、文部科学大臣が行う業績評価の結果を参考とし、100分の10以内の範囲内
で、これを増額し、又は減額することができる。

役員報酬支給基準は、本給、地域手当、単身赴任手当、通勤手当及び特別手当か
ら構成されている。月額については、独立行政法人日本芸術文化振興会役員給与規
程に則り、本給月額（931,000円）に地域手当（本給月額の20%）を加算して算出してい
る。特別手当についても、独立行政法人日本芸術文化振興会役員給与規程に則り、
本給及び地域手当月額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額並びに本給及
び地域手当月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に一般職給与法第19条の4第
2項及び同法第19条の7第2項に定める指定職俸給表の適用を受ける者に適用される
期末手当及び勤勉手当の支給割合を合計した支給割合を乗じて得た額に在職期間
を勘案した割合を乗じて支給している。

なお、令和6年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、本給月
額の改定（1.09%増）及び特別手当支給率の引き上げ（年間0.05月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、本給、地域手当、単身赴任手当、通勤手当及び特別手当か
ら構成されている。月額については、独立行政法人日本芸術文化振興会役員給与規
程に則り、本給月額（772,000円）に地域手当（東京は本給月額の20%、大阪は16%）を
加算して算出している。特別手当についても、独立行政法人日本芸術文化振興会役
員給与規程に則り、本給及び地域手当月額並びに本給月額に100分の25を乗じて得
た額並びに本給及び地域手当月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に一般職
給与法第19条の4第2項及び同法第19条の7第2項に定める指定職俸給表の適用を
受ける者に適用される期末手当及び勤勉手当の支給割合を合計した支給割合を乗
じて得た額に在職期間を勘案した割合を乗じて支給している。

また、理事長は理事の職務の困難度、実績等を勘案し必要と認める場合は、本給
月額（772,000円）を超える月額を決定することができる。

なお、令和6年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、本給月
額の改定（1.18%増）及び特別手当支給率の引き上げ（年間0.05月分）を実施した。

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容
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監事

監事（非常勤）

２ 役員の報酬等の支給状況

令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,915 11,328 5,292
2,214

81
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

18,257 10,930 5,102
2,135

90
（地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

15,750 9,399 4,384
1,835

132
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

15,768 9,392 4,260
1,468

648
0

（地域手当）
（単身赴任手当）

（通勤手当）
※

千円 千円 千円 千円

14,323 8,485 3,959
1,657

222
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,116 1,116 0 0
（ ）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

A監事

法人の長

A理事

C理事

B理事

B監事
（非常勤）

前職
就任・退任の状況

非常勤役員の報酬基準は非常勤役員手当としている。月額は93,000円である。
なお、令和6年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、本給月

額の改定（1.09%増）の引き上げを実施した。

役名
その他（内容）

役員報酬支給基準は、本給、地域手当、単身赴任手当、通勤手当及び特別手当か
ら構成されている。月額については、独立行政法人日本芸術文化振興会役員給与規
程に則り、本給月額（697,000円）に地域手当（本給月額の20%）を加算して算出してい
る。特別手当についても、独立行政法人日本芸術文化振興会役員給与規程に則り、
本給及び地域手当月額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額並びに本給及
び地域手当月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に一般職給与法第19条の4第
2項及び同法第19条の7第2項に定める指定職俸給表の適用を受ける者に適用される
期末手当及び勤勉手当の支給割合を合計した支給割合を乗じて得た額に在職期間
を勘案した割合を乗じて支給している。

また、理事長は監事の職務の困難度、実績等を勘案し必要と認める場合は、本給
月額（697,000円）を超える月額を決定することができる。

なお、令和6年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、本給月
額の改定（1.16%増）及び特別手当支給率の引き上げ（年間0.05月分）を実施した。
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３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の独立行政法
人、民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考え
られる。

日本芸術文化振興会は、文化芸術活動に対する助成金の交付、伝統芸能
の公開及び現代舞台芸術の公演の実施、伝統芸能の伝承者の養成及び現代
舞台芸術の実演家等の研修の実施、伝統芸能及び現代舞台芸術に関する調
査研究・資料収集並びに劇場施設の貸与等の非常に幅広い事業を実施して
いる。そのため法人の長には、法人全体の多岐にわたる業務を総括し、組織を
運営できる優れた経営感覚が求められる。

法人の長の年間報酬額は、事務次官の年間給与額（23,235千円）と比べても
それ以下となっている。文部科学省所管のうち当法人と同規模職員数の法人
（日本スポーツ振興センター、日本学生支援機構）の長の給与も同程度であ
る。また、法人の長の報酬月額を国家公務員指定職俸給表4号俸と5号俸の間
の額とし、国家公務員指定職の給与改定が行われた際には4号俸の改定率を
準用して見直しを行っている。

こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で
あると考えられる。

当法人は、文化芸術活動に対する助成金の交付、伝統芸能の公開及び現
代舞台芸術の公演の実施、伝統芸能の伝承者の養成及び現代舞台芸術の実
演家等の研修の実施、伝統芸能及び現代舞台芸術に関する調査研究・資料
収集並びに劇場施設の貸与等の非常に幅広い事業を実施している。そのため
芸術文化に精通し、かつ優れた経営感覚を持ち合わせた者が法人を運営して
いく必要がある。理事の年間報酬額は、文部科学省所管のうち当法人と同規
模の法人（日本スポーツ振興センター、日本学生支援機構）の理事の給与も同
程度である。また、理事の報酬月額を国家公務員指定職俸給表2号俸の額と
し、給与改定が行われた際には、2号俸の改定率を準用して見直しを行ってい
る。こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当
であると考えられる。

当法人の監事は、法人の長で記載した多岐にわたる専門性の高い各事業を
監査する。監査の結果に基づき、必要があると認められる時には、法人の長又
は文部科学大臣に意見を提出することができる重要な役割を果たしている。報
酬月額については、国家公務員指定職俸給表1号俸よりも低い額とし、給与改
定が行われた際には、1号俸の改定率を準用して見直しを行っている。以上を
踏まえ、監事の報酬水準は妥当であると考えられる。

監事としての職務内容と出勤日数を考慮した報酬水準としており、他法人と
比較してもほぼ同程度であるため、報酬水準は妥当であると考えられる。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

10,059 5 6 R5.9.30 1.0 ※

千円 年 月

5,796 5 6 R5.9.30 1.1 ※

千円 年 月

3,821 5 0 R5.8.31 1.0

注1：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

注2:D理事、E理事及びC監事の支給額は、既に当該役員に対して一部支給されている分（令和
5年度 D理事 10,059千円、E理事 5,269千円、C監事 3,281千円）を含む支給された退職手
当の総額である。

５ 退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

E理事

当該者は、平成30年9月から令和5年9月までを理事として法人の公演・養成研修・調査研究
事業業務に従事し、特に伝統芸能及び現代舞台芸術に関する調査研究の実施並びに資料
の収集及び活用に大きく貢献したことから、当該理事の業績勘案率については、算定ルール
に基づき文部科学大臣によって1.1と決定された。

E理事

D理事

退職手当の額は、在職期間1月につき、退職の日におけるその者の本給月額に100分の
10.4625の割合を乗じて得た額に文部科学大臣が0.0から2.0の範囲内で業務実績に対する評
価に応じて決定する業績勘案率を乗じて得た額とする。

引き続き適切な業績給制度の維持に努める。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

当該者は、平成30年4月から令和5年8月まで法人の監事として従事し、職務を全うし、任務懈
怠等もなかったことから、当該監事の業績勘案率については、算定ルールに基づき文部科学
大臣によって1.0と決定された。

法人での在職期間

C監事

判断理由
該当者なし

法人の長

D理事

C監事

当該者は、平成25年4月から令和5年9月までを理事として法人の公演事業業務に従事し、職
務を全うし、任務懈怠等もなかったことから、当該理事の業績勘案率については、算定ルール
に基づき文部科学大臣によって1.0と決定された。

法人の長
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Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容

④  給与制度の令和６年度における主な改定内容

文部科学省所管の同規模の独立行政法人及び国家公務員の職員給与と比較して、支給水
準を設定している。

当法人は、勤務評価制度により年1回の昇給に反映させているほか、賞与や昇格についても
勤務成績を反映させている。

独立行政法人日本芸術文化振興会職員給与規程に則り、本給及び諸手当（扶養手当、管
理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外勤務手当、深夜手当、
管理職員特別勤務手当、制作・演出手当、宿日直手当、期末手当及び勤勉手当）としてい
る。

期末手当については、期末手当基準額（本給の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに
対する地域手当の月額の合計額）に職員の区分に対応する加算率を乗じて得た額を基礎と
して一般職給与法の適用を受ける者の例に準じて別に定める支給割合を乗じて得た額に基
準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給の月額及びこれに対する地域手当の月額の
合計額）を基礎として、勤務評価制度の活用により別に定める支給割合を乗じて得た額として
いる。

一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、本給表のベースアップ（2.28%）及び賞
与（期末手当・勤勉手当）の引き上げ（年間各0.05月分）を実施した。

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

241 44 7,820 5,658 178 2,162
人 歳 千円 千円 千円 千円

204 45.2 8,089 5,834 180 2,255
人 歳 千円 千円 千円 千円

37 37.4 6,334 4,687 172 1,647
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 49.2 5,476 4,061 166 1,415
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 49.2 5,476 4,061 166 1,415

注１：常勤職員については、任期付職員を除く。

注２：「舞台技術職員」とは、舞台技術職俸給表の適用者で、舞台監督、舞台操作等に従事する職員である。
注３：「労務職員」とは、庭園管理士である。
注４：常勤職員の「労務職員」については、該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ

のあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。
注５：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額
注６：在外職員、再雇用職員、非常勤職員は該当者がいないため、欄を省略している。

うち所定内人員

事務・技術

任期付職員

事務・技術

区分

舞台技術職員

労務職員

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

総額
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔任期付職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

本部部長 9 53.4 12,201

本部副部長 7 56.1 11,646

本部課長 27 52.9 10,218

本部主任専門員 8 52.6 9,577

本部課長補佐 17 51.9 8,513

本部専門員 17 50.9 8,470

本部係長 26 47.1 7,250

本部主任 15 36.2 6,379

本部係員 46 27.8 5,280

地方部長 1 - -

地方副部長 2 - -

地方課長 3 55.8 10,042

地方主任専門員 3 53.2 8,368

地方課長補佐 4 60.3 8,484

地方専門員 4 53.0 8,309

地方係長 4 47.8 7,421

地方主任 3 53.2 6,645

地方係員 3 36.8 5,673

事務員 5 56.7 6,026

注１：地方課長、地方主任専門員、地方課長補佐、地方専門員、地方係長、地方主任及び地方係員の該

当者は4人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから年間給与額の最

高～最低は記載していない。

注２：地方部長及び地方副部長の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ

のあることから、平均年齢以下の項目を記載していない。

④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

45.7 45.8 45.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

54.3 54.2 54.3

％ ％ ％

         最高～最低 63.3～43.2 63.4～43.9 63.4～43.8

％ ％ ％

53.2 53.1 53.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.8 46.9 46.9

％ ％ ％

         最高～最低 56.6～43.1 57.1～42.5 56.8～43.6

8,211～5,289

7,500～5,711

-

千円

-

6,080～4,729

12,464～11,082

10,482～8,343

9,077～7,578

6,325～5,782

-

-

-

区分

平均年齢人員

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低

-

-

-

-

12,625～11,619

11,035～8,725

9,266～7,586

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグルー
プ

管理
職員
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３ 給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４ モデル給与

（扶養親族がいない場合）

○22歳（大卒初任給）

月額 242,100円 年間給与 3,756,550円

○35歳（本部主任）

月額 372,552円 年間給与 6,202,145円

○50歳（本部課長補佐）

月額 506,160円 年間給与 8,457,726円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人

 につき10,000円）を支給

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 76.4%】
（国からの財政支出額 23,855,000千円、支出予算の総額 31,232,176千

円：令和6年度予算）
【累積欠損額 なし（令和5年度決算）】
【管理職の割合 29.8%(常勤職員数 181名中 54名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 94.5%(常勤職員数 181名中 171名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支出総額の割合 9.9%】

（支出総額 29,443,256千円、給与・報酬等支出総額 2,925,320千円：令
和6年度決算）

・年齢・地域・学歴勘案 98.7

・年齢勘案   112.0

項目 内容

（法人の検証結果）
地域及び学歴を勘案したところ、国家公務員の水準を下回っていることか
ら、給与水準は適切と考える。

・年齢・地域勘案 100.8対国家公務員
指数の状況

勤務地が1級地及び2級地のみであり、国家公務員と比較して地域手当支
給割合の大きい地域に勤務する職員の比率が高い。（1級地：国33.9%、当
法人89.0%）

学歴別で、大学卒以上の職員が、短大卒・高校卒・中学卒の職員と比較
して多い。（大学卒：国64.1%、当法人94.5%）
※国家公務員の比率については、令和6年国家公務員給与等実態調査の
行政職（一）適用職員を対象として比較している。

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案 109.2

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る 基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び他の独立行政法人の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数
の 一部が100を上回っていることについての理由の説明及び給与水準の
妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適
切な給与水準の設定に努めていただきたい。

給与水準の妥当性の
検証

引き続き、適切な給与水準の設定に努める。
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５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ 総人件費について

令和５年度 令和６年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ その他

特になし。

196,127

4,007,003

事務・技術職員の定年年齢は65歳であり、従前より65歳を定年年齢と
している。役職定年制は実施しておらず、60歳に達する年度以降の職
員の給与制度は、それ以外の職員の給与制度と同じ水準としている。

①退職手当支給額：令和5年度と比べ、役員及び高い職位にあった職
員の退職者の減により対前年度比51.8％減となった。
②「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日
閣議決定）に基づき、平成30年3月31日から以下の措置を講ずることと
した。

役職員の退職手当について、減額措置を実施した。
役員に関する講じた措置の概要：役員退職手当の支給基準を100分

の10.875から100分の10.4625に引き下げ
職員に関する講じた措置の概要：職員退職手当の調整率を100分の

87から100分の83.7に引き下げ
なお、役員及び職員への周知、説明及び調整が必要であったことか

ら、措置の開始時期は、国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1
日）と異なる取扱いとした。

福利厚生費
589,625 581,439

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
 記載する。

最広義人件費
3,855,391

当法人は、勤務評価制度により年1回の昇給に反映させているほか、
賞与や昇格についても勤務成績を反映させている。

今後も適正な評価制度の維持に努めたい。

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

区 分

給与、報酬等支給総額
2,889,857 2,925,320

211,348

316,173 152,505
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